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記載にあたっては、裏面の記入上の注意を必ずご覧ください。
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様式第４号（裏面） 

 

【提出上の注意】 

この様式は、支給申請書（様式第３号）に添えて提出してください。 

 

【記入上の注意】 

１ 整理番号欄は、支給対象者ごとに通し番号を付けてください。当該申請に係る別の様式の支給対象者に係る整理番号は全て、本様式の整理番号と一致させてください。  

 

２ 「計画届提出時」欄（３欄～９欄） 

（１）当欄は、再就職支援計画届・支給申請書（様式第３－１号）により、再就職支援計画届を提出する際に、再就職支援の対象者となる者について記載してください。  

（２）３欄は、１欄の支給対象者の離職の日（離職前の場合は離職の予定日）を記入してください。 

（３）４欄は、当該支給対象者の再就職援助計画の認定日又は求職活動支援基本計画書の提出日における年齢を記入してください。 

（４）５欄は、当該支給対象者の離職前の最後の職種（離職前の場合は現在の職種）を以下から選び、その記号を記入して下さい。 

Ａ.管理的職業、Ｂ.専門的・技術的職業、Ｃ.事務、Ｄ.営業・販売、Ｅ.サービス、Ｆ.保安、Ｇ.農林漁業、Ｈ.生産工程、Ｉ.輸送・機械運転、Ｊ建設・採掘、Ｋ.運搬・清掃・包装等、Ｌ.その他 

（５）６欄には、支給対象者の離職前の雇用形態について、次の中から該当するものの記号を記入してください。 

記号 雇用形態 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

フルタイム労働者（期間の定めなし） 

フルタイム労働者（反復更新ありの６か月以上の有期雇用契約） 

フルタイム労働者（Ｂ以外の有期雇用契約） 

パートタイム労働者 

派遣労働者 

その他（その内容を具体的に備考欄に記入） 

（６）７欄は、再就職支援を委託した職業紹介事業者の名称及び当該職業紹介事業者の厚生労働大臣許可番号を記入してください。 

（７）８欄は、７欄の職業紹介事業者に支援を委託した日（委託契約の締結日）を記入してください。契約が未了の場合は委託契約を予定している日を記入してください。  

（８）９欄は、７欄の職業紹介事業者との委託契約にあたり、「労働移動支援助成金（再就職支援奨励金）利用確認券」の発行を希望する場合に「○」を付けてください。  

  （※）「利用確認券」は、1 欄の支給対象者が、申請事業主が提示した職業紹介事業者以外の事業者との契約を希望する場合に発行するものです。 

 

３ 再就職支援奨励金（委託開始申請分）の支給申請時（中小企業事業主のみ） 

   ２の計画届提出時に作成した本様式（写）のうち、10 欄に、今回の再就職支援奨励金（委託開始申請分）の支給申請をする支給対象者に係る申請内容を記入してください。申請を行う場合は「申請の有無」欄

には「○」を記入し、「支給申請額」欄には支給申請額内訳（様式第９号）で算出した支給申請額を記入してください。申請を行わない場合はいずれも空欄としてください。 

４ 再就職支援奨励金（再就職実現分）の支給申請時 

２の計画届提出又は３の委託開始申請（中小企業事業主のみ）時に作成した本様式（写）のうち、11 欄に、今回の再就職支援奨励金（再就職実現申請分）の支給申請をする支給対象者に係る申請内容を記入して

ください。申請を行う場合は「申請の有無」の該当する支援の欄に「○」を記入し、「支給申請額」欄には支給申請額内訳（様式第９号）で算出した支給申請額を記入してください。該当しない支援の欄や、申請を

行わない場合は、いずれも空欄としてください。また、特例区分に該当する場合は、「特例区分」欄に「○」を記入して下さい。 

  （※）「特例区分」は、次の①、②のいずれにも該当する場合をいいます。 

   ① 再就職支援を委託した職業紹介事業者との委託契約が、次のいずれにも該当すること。 

    ア 委託開始時の委託費用の支払額が、委託費用の２分の１未満であること。 

    イ 職業紹介事業者が支給対象者に対して訓練を実施した場合、その経費の全部又は一部を負担すること。 

    ウ 支給対象者の再就職が実現した場合に、次の②に該当する場合に、支給対象者に係る委託費用について５％以上多く支払うこと。 

   ② 支給対象者について、次のいずれにも該当する再就職実現をさせたこと。 

    ア 支給対象者の再就職先における雇用形態について、期間の定めのない雇用（パートタイム労働者を除く）であること。 

    イ 再就職先において、再就職先の賃金変化率が８割以上であること。 

  

５ 13 欄は、今回の申請の申請件数と支給申請額の合計をそれぞれ記入してください。本様式が複数枚に渡る場合は、１枚ごとに合計欄は記入せずに、最後の様式に、複数枚に渡る  

全員分の合計を記入してください。 

 


